
 4 

２ 相談受付状況 

(1) 相談件数の推移 

令和５年度の東京都内の相談件数は129,681件となり、対前年度比0.3％の減少であった。そのうち東

京都受付分は26,641件(構成比20.5％)、区市町村受付分が103,040件(同79.5％)であった。 

相談件数は、平成16年度に20万件を超えてピークとなり、その後、平成20年度以降は12万件程で推移

し、平成30年度、令和元年度は14万件に近付いた。令和５年度は前年度より407件減少となった。(図－1、

表－1) 

 

図－1 東京都・区市町村相談件数の推移 

 

表－1 東京都・区市町村相談件数の推移  単位：件 
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(2) 受付機関別相談件数 

受付機関別の相談件数を見ると、東京都受付分が26,641件で、前年度より1,014件(4.0％)増加して

いる。 

23区では74,028件、対前年度比1.7％の減少となった。最も件数が多いのは「世田谷区」の6,872件、

次に「大田区」5,635件、「練馬区」5,373件の順となっている。 

市町村では29,012件、対前年度比0.6％の減少となった。最も件数が多いのは「八王子市」の4,357件、

次に「町田市」3,593件、「府中市」1,727件の順となっている。(表－2) 

表－2 受付機関別相談件数                    単位：件 ()内は構成比 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※日の出町、檜原村、奥多摩町及び島しょ地域については、PIO-NET 未設置のため集計対象外である。 
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(3) 相談区分及び方法別相談件数 

相談区分別で見ると、「苦情」は119,486件寄せられ、構成比は92.1％を占める。「問合せ」の件数は

9,972件で全体の7.7％、「要望」については223件で全体の0.2％とわずかである。 

相談方法別で見ると、「電話」による相談が全体の91.5％、「来所」による相談は全体の8.4％、「文書」

による相談は全体の0.1％となっている。(表－3) 

表－3 相談区分別、方法別相談件数    単位：件 

  
 

(4) 契約購入金額 

契約購入金額について見ると、50万円未満の金額における相談件数は57,889件で全体の44.6％を占め

る。なかでも最も多いのは「１万円以上５万円未満」で、構成比は14.3％である。また、契約購入金額

が１千万円以上の相談は1,482件で構成比は1.2％となっている。「１億円以上」は72件と前年度（47件）

より増加している。平均金額は約110万円となり、前年度より約1万円減少している。(表－4) 

表－4 契約購入金額     単位：件 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「その他･不明」を除いて算出 

対前年度比

苦  情 119,486 (92.1%) 120,630 (92.7%) 99.1%

問合せ 9,972 (7.7%) 9,348 (7.2%) 106.7%

要  望 223 (0.2%) 110 (0.1%) 202.7%

電　話 118,610 (91.5%) 119,697 (92.0%) 99.1%

相談方法 来　所 10,878 (8.4%) 10,230 (7.9%) 106.3%

文　書 193 (0.1%) 161 (0.1%) 119.9%

129,681 (100.0%) 130,088 (100.0%) 99.7%計

令和４年度相談区分･方法 令和５年度

相談区分


